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は じ め に

昭和 年代初めから、日本経済は技術革新を基盤とした、「神武景気」、「岩戸景気」とい

った好景気が続き、国民総生産 は平均年率 ％という驚異的に成長しました。

一方、技術革新があらゆる分野で進み、新たな原材料、工法、機械設備が相次ぎ導入され、

それに伴う労働災害の大型化、新たな職業病の発生という問題が発生し、全国では、昭和

年には死亡者 人、死傷者数は 万人（休業８日以上）を数え、その後、昭和

年に統計を休業４日以上の死傷者数とした以降を含み長期的に減少しています。

神奈川県内の労働災害は、同様に昭和 年に死傷数 人（休業８日以上）、死亡者数

名をピークとして長期的には減少しています。

このような状況の中、国は昭和 年からこれまで 次（５か年計画）に渡って「労働

災害防止計画」を策定するとともに、昭和 年には「労働災害防止団体等に関する法律」（昭

和 年「労働災害防止団体法」と改称）を制定、労働災害の防止団体等の発足により事業主

の自主的な災害防止活動の促進に寄与しております。また、昭和 年に産業社会の進展に即

応できる労働災害、職業病防止のため、危害防止基準の確立、労働災害防止の責任体制の明

確化、企業における自主的活動などの総合的な対策を進め、働く人々の安全と健康を守ると

ともに、快適な職場環境をつくることを目的とする「労働安全衛生法」を制定し、事業主、

事業者団体、労働災害防止団体等とともに労働災害防止対策の徹底を図っております。

長期的に見ると神奈川県内の労働災害による休業４日以上の死傷者数は大きく減少しまし

たが平成 年からスタートした「第 次労働災害防止推進計画」期間中はほぼ横ばい状態

で平成 年は前年と比較し 人増加の 人となりました。

死亡者数については、平成 年は過去最少の平成 年の 人を大幅に下回り、平成

年に比して 人減の 人となりました。業種別に見ても建設業、製造業で過去最少となり、

それぞれ 人、 人となったところです。

事故の型別にみると、休業災害については転倒、死亡災害については墜落、転落が最も多

く発生しており、この傾向は固定化しつつあります。

また、経験 年未満の労働者の災害が全体の ％以上を占め、特に昨今の雇用情勢の中で、

人材の確保が困難であるといわれている陸上貨物運送業、飲食店はその比率が特に高く注目

されるところです。

これらの分析結果にたち、神奈川労働局では、「第 次労働災害防止推進計画」（期間 平

成 年度～平成 年度）を推進してまいります。特に、最終年である平成 年は第 次

労働災害防止推進期間中に労働災害が減少していない小売業・飲食店、社会福祉施設、陸上

貨物運送事業を中心に取り組むこととしております。

事業者、関係者の皆様におかれましては、本冊子を労働災害防止のための一助としてご活

用いただければ幸いです。そして、基本的な安全衛生対策の実施はもとより、雇入れ時教育

等の安全衛生教育の教育内容の充実、さらには「安全の見える化」など災害防止活動の一層

の活発化をお願い申し上げます。

平成 年 月 神奈川労働局労働基準部 
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労 働 災 害 と は

労働災害とは、労働者の就業に係る建設物、設備、原材料、ガス、蒸気、粉じん等に

より、又は作業行動その他業務に起因して、労働者が負傷し、疾病にかかり、又は死亡

することをいう。 労働安全衛生法第２条第１号

事 業 者 等 の 責 務

事業者は、単にこの法律で定める労働災害の防止のための最低基準を守るだけでなく、

快適な職場環境の実現と労働条件の改善を通じて職場における労働者の安全と健康を

確保するようにしなければならない。また、事業者は、国が実施する労働災害の防止に

関する施策に協力するようにしなければならない。 労働安全衛生法第３条第１項

労働災害と事業者責任

（１）安全配慮義務

安全配慮義務は判例上認められたものです。

事業主がこの安全配慮義務を履行していないときは、債務不履行責任（民法第 条）が

問われます。

労働契約法第５条では、「使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、身体等の安全

を確保しつつ労働することができるよう、必要な配慮をするもの。」と規定しています。

（２）事業者等の災害防止責任  

法令違反と義務主体の責任

刑事上の責任

・労働安全衛生法：措置義務違反

・刑法：業務上過失致死傷

罰則の適用

民事上の責任

・労働契約法第 条

：労働者の安全への配慮

・民法第 条：債務不履行責任

・民法第 条：不法行為責任

・民法第 条：使用者責任

行政上の制裁

・使用 作業停止

・入札停止

・営業停止

・企業名公表 等

社会的制裁

・マスコミでの非難報道や風評

・信用失墜、顧客離れ

・経営不振→廃業
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死亡災害報告

１ 労働災害の推移

全国の労働災害による死亡者数は、昭和３６年をピーク（死亡者６，７１２人）として、長期的には減少傾向に

あり、平成２７年以降は死亡者数が初めて千人を下回り、平成２８年は過去最少値となる９２２人にまで減少し

ました。  
死傷者についても長期的には減少傾向を示していますが、平成２１年（１０５，７１８人）を底にその後は増減
を繰り返すも増加傾向が見受けられ、平成２８年は、前年に比べ１，５９９人増加し１１７，９１０人となりました。

全国データは労災給付データ及び労働者死傷病報告（労災非適）から作成。

神奈川データは平成 年までは労災給付データ、平成 年以降は労働者死傷病報告から作成）

平成２３年は東日本大震災を直接の原因とする死亡者数を除いた数 平成 年速報値）

神奈川県内における労働災害による死亡者数は、昭和３６年の３３６人をﾋﾟｰｸとして長期的な減少傾向にあ

り、平成２６年以降には初めて４０人を下回り、また平成２８年には２８人と過去最少値となりました。

死傷者数も同様に長期的には減少傾向にありますが、平成２１年（６，２１５人）を底に、その後は増減を繰り

返し、平成２８年は、前年に比べ８７人増加し６，５９８人となりました。
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次いで陸上貨物運送事業 人 ％ 、小売業 人 ％ 建設業 人 ％ 、の順であり､

この 業種で約 ％を占めています｡ 図

死亡者数 人を業種別に見ると､建設業が最も多く 人 ％ ､次いで製造業及び商業の 人

％ ､陸上貨物運送事業 及び清掃・と畜業の 人 ％ の順となっています｡ 図
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業種別に休業 日以上の死傷者数推移を見ると､製造業、建設業、運輸業は長期的には減少傾

向にあるものの減少率は鈍化傾向にあり、また、これら以外の第三次産業を中心とした業種が

増加傾向を示しています｡ 図 ，図 参照
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死亡者数については、製造業、建設業、運輸業は増減を繰り返すも長期的には減少傾向にあ

るが近年は鈍化している、また、これら以外の第三次産業を中心とした業種が多発傾向を示

している｡ 図 図  
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事故の型別災害発生状況 
全産業の休業 日以上の死傷災害を事故の型別に分類すると、転倒 ％）が最も多く、

次いで墜落・転落 ％）、動作の反動・無理な動作 ％）、はさまれ・巻き込まれ（ ％）、

交通事故（道路）（ ％）の順（図 ）（図 ）となっています。全産業の死亡災害につ

いては、墜落・転落 ％）、交通事故（道路）及び、はさまれ・巻き込まれが ％）、激

突され ％ の順（図 ）（図 ）になっています。第 次労働災害防止推進計画にお

ける重点業種、多発傾向にある業種については、下図に示すとおりです。 
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起因物別災害発生状況

全産業の休業 日以上の死傷災害を起因物別に分類すると、仮設物・建築物・構築物等 ％）、

その他の装置等（ ％）、物上げ装置・運搬機械 ％ の順（図 ）であり、死亡災害は、

物上げ装置・運搬機械 ％ 、その他の装置等（ ％）、仮設物・建築物・構築物等（ ％）

の順（図 ）になっています。

第 次労働災害防止推進計画における重点業種、多発傾向にある業種については、下図に

示すとおりです。
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災害多発業種死傷災害

ｱ ビルメンテナンス業 図

ｲ 産業廃棄物処理業 図

ｳ 警備業 図
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年齢階層別災害発生状況

平成２８年の休業４日以上の死傷者数を年齢階層別に見ると、 歳以上の労働者層の災害は

全産業で全体の ％を占め、高年齢労働者の占める割合が高い状況となっています。（図 ）

死亡者数は、全産業で全体の ％を 歳以上の高年齢労働者層で占めている状況となって

います。（図 ）

 
歳以上の労働者が全被災者に占める割合を業種別（第 次労働災害防止推進計画の重点

業種や年間 件を超えた業種）で見ると、ビルメンテナンス業 ％、警備業 ％、社会

福祉施設 ％と全産業 ％に比べ高い比率になっています。（図 ）

平成２８年 神奈川労働局労働者死傷病報告 平成２８年 神奈川労働局死亡災害報告 

平成２８年 神奈川労働局労働者死傷病報告 
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図６－１ 年齢階層別休業４日以上の死傷者数
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図６－２ 年齢階層別死亡者数
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図６－３ 業種別５０歳以上の被災労働者の割合 ５０歳以上 ５０歳未満 
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経験年数別災害発生状況

平成２８年の休業４日以上の死傷者数のうち、経験年数が１年未満で被災した労働者数の割

合は全産業で ％を占めています。また、業種別では飲食店が ％と最も高く、次いで陸上

貨物運送事業 ％、食料品製造業 ％、小売業 ％の順となっており、第三次産業での経験

年数１年未満の労働者が被災する確率が高い状況となっております。（図 ）

 

交通労働災害発生状況 
交通労働災害による死亡者数の推移は、全労働災害による死亡者数に占める交通労働災害の

死亡者数の割合は、平成２２年から減少傾向を示していましたが、平成２６年に大幅な増加と

なり、平成２ 年には減少に転じましたが、平成 年には再び増加となりました。（図 ）

過去５年間の交通労働災害による死亡者を業種別に見ると、運輸業が ％と最も多く、次い

で、建設業 ％、製造業 ％、商業 ％の順となっています。（図 ）
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図７ 業種別経験年数１年未満の被災労働者の割合 １年未満 １年以上 
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図 8-1 交通労働災害 死亡者数の推移 図 8-2 業種別死亡者数 
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